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5月23日 （火）参・法務委

東徹議員（維新） 対法務当局（民事局）

s問公証人の金銭管理について，手数料収入などの金銭の管

理は，誰がどのように行っているのか，法務当局に問う。

(答）

公証人役場には，一般に，公証人のほか，書記や事務補助者

などが勤務しているものと承知しているが，各公証人役場にお

いて，金銭の管理を具体的に誰がどのように行っているかにつ
I

法務省として把握していない。いては，

｜
ﾄ

I

！

ｌ
ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ご
Ｉ
ｌ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ

1



5月2S日 （火）参･法務委

東徹議員（維新） 対法務当局（民事局）

4問公証人はどのようにして税務署に申告しているのか，法

務当局に問う。

(答）

各公証人が具体的にいかなる方法で税務申告をしているのか

については，法務省として承知していないが， ほかの個人事業

者と同様，法令に基づいて適切に税務申告を行っているものと

理解している。

(注）

確定申告とは，確定申告とは，総収入から必要な経費を控除して，所得を計算した申

告書を税務署に提出して，納付すべき所得税額を確定することをいう。 ｜
I

’
’

’

’

1



5月23日 （火）参・法務委

東徹議員（維新） 対法務当局（民事局）

＝HI I ．〃】や

耳‘d， 《－，

のよう之

いるの力

こ問う。

あめ0‐ｰ

又支0

､ろa

(答）

1 収支の平準化の事実

御指摘のように，公証人が複数人いる合同役場において，収

支の平準化が行われているものと承知している｡

2 平準化を行う趣旨

二人以上の公証人は，事務の合理化及び品位の向上を図るた

めに必要があるときは，役場又は収支の全部若しくは一部を共

にする合同役場を設けることができる（公証人法施行規則第5

4条） とされており，その収支の平準化はこの規定に従い，公

証人が複数人いる合同役場における事務の合理化及び品位の向

上を図るために行われている。

3 平準化の方法

収支の平準化は，各合同役場において，規約を定めて行って

いるところであり，具体的な取り決めの内容は，各合同役場に

おいて様々であると承知している。

’

1

’
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|更間例えば， どのような平準化の取り決めがあるのか。

ローーーー●ｰー一一一一●一ー一－－唾一一■■ー一－一一一＝一一一一－一一一一一一一一一一一一一■■ ‐＝一つー■－－ーーｰ一一一一つ一一一一一つ●‐一一一1■■‐ーーー‐一一一－一一一一一一一一一一一今一＝－－←●‐一一一‐一ー‐マーーーーーーターーマー

(答）

合同役場の規約については，法務大臣の認可が必要であると

ころ，例えば，構成員の手数料収入を合算した上で，その役場

全体の必要経費を控除し，その残額を構成員に均等に配分する

などの取り決めをしている合同役場があるものと承知してい

る。

（参考条文）

○公証人法施行規則

第五十四条二人以上の公証人は､事務の合理化及び品位の向上を図るた

め必要があるときは、役場又は収支の全部若しくは一部を共にする合同

役場を設けることができる。

第五十五条公証人は、合同役場を設けようとするときは、その規約を定

め、あらかじめ法務大臣の認可を受けなければならない。

2前項の規約には、左に掲げる事項を定めなければならない。

一名称

二役場の所在

三構成員に関する事項

四役員に関する事項

五収入に関する事項

六経費に関する事項

七加入及び脱退に関する事項

3規約を変更しようとするときは、法務大臣の認可を受けなければなら

ない。

I

2



(対因ﾖ･副大臣｡政務官）
5月23日（火）参・法務委

民事局作成

東 徹議員（維新）

6問公証役場ごとに決算書を作成して公表してはどう
か，法務大臣の見解を問う。

〔結論〕

・ 公証人は，弁護士や司法書士等の他の法律専門職種と
同様，経営においては個人事業主としての性格を有して
おり， その事業に関する情報については，個人情報とし
て保護されるべきものである。

. したがって，法務省として，公証人役場ごとに決算書
を作成して公表することは，適切ではないと考える。

（参照条文）

○行政機関の保有する情報の公開に関する法律

第5条行政機関の長は，開示請求があったときは，開示請求に係る行政
文書に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれ
かが記録されている場合を除き，開示請求者に対し， 当該行政文書を開
示しなければならない。

－ （略）

二法人その他の団体（国，独立行政法人等，地方公共団体及び地方独
立行政法人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を
営む個人の当該事業に関する情報であって，次に掲げるもの。ただし，
人の生命，健康生活又は財産を保護するため，公にすることが必要で
あると認められる情報は除く。

イ公にすることにより， 当該法人等又は当該個人の権利，競争上の地
位その他正当な利益を害するおそれがあるもの
口 （略）
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【責任者:民事局総務課大谷参事貢内線■携帯■■■‐－
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5月23日 （火）参・法務委

東徹議員（維新） 対法務当局（民事局）

’
｜

I（答）

平成28年度の公募数112件のうち，応募した者がなかった

ものは54件，応募した者が1人であったものは51件である。
｜
’

【平成28年度の公証人の公募に対する応募数】

※内訳についても口頭回答済み。

！

’

｜
’

1

公募数 応募数 採用数

応募数ごとの公証役場数

応募が
0

応募が
1

応募が

2以上

応募者の前職の内訳

(カッコ内は採用数）

検事 判事

法務省

職員・

裁判所

職員

司法書

士等

本官 91 38 37 54 36 1 18(17） 20(20)

準ずる者 21 28 21 0 15 6 23(21） 5(O)

合計 112 66 58 54 51 7 18(17） 20(20） 23(21） 5(0）



5月23日 （火）参・法務委

東徹議員（維新） 対法務当局（民事局）

10問 1人しか応募がないものばかりになる理由について，
法務当局の見解を問う。

(答）

（先ほど申し上げたとおり， ）平成28年度の公証人の公募

に対する応募については，公募数112件のうち，応募者がな

かったものが54件，応募者が1人であったものが51件であ

ったほか，応募者が2人以上であったものが7件であった。

このように公募に対する応募が少ない理由としては，公証人

には職務専念義務（兼業禁止義務）が課せられるため，弁護士

など，既に職を持っている者が応募することが実際上困難であ

る等の事情に由来するものと考えられるが，幅広い人材が得ら

れるよう引き続き公募制度の周知に努めてまいりたい。

I

i･･‐~. ｡~ ･一一・.一‐｡． ････~. ･･一･･ ････‐．.．. .･ ･･' .･･･－－~.ｰ..…'一.･･一･･･ ･･ ･･一-.. .--.. ．･･ ･･ '｡， ･･ ･･ ･･ ･-.. ..-'､．。･ ････ ･･一･･一･一･･･ ･･ ･･一･･ ･･ ‘｡． ‘．． ･･ ･一･･ ････ ､･･･ ･･ ･･ ･･･－－．． ‘．． ･･ ･･ ‘｡． ‘．..､一一一一‘－‘.. .､-.. .. ..-.. .. .. ..

|更問1 法曹有資格者や法務局出身者間で公募が競合していな’

｜ いのは,実際上, 当局が応募させる場所を指定･斡旋してい’
i るからではないのか， と問われた場合 I

｜

I

１
１
１
１

I

‘･‐.~‐ｰ.‐..‐‐‐‐．... .. ..~. ...~．. ‘｡. ... .． ･･ ･.‐－．． ．． ．･‐.．.. ..‐..‐一・~.... ･･･. ..‐..‐ ．.｡ .． ．､－－．．－．. ‘..｡ ‘･ ･･－－．．．．．．．．．･ ･･－－．．．･･･････ ･･ ‘ﾛ･ ‘･ ･･･．．･･･ ･･･ ･･ ･･ ･一･･ ･-－．－ ．． ．. ‘･･-.. .. .. .--.. .. .-.. .-

(答）

1 公募は，市区町村単位（注）で指定されるところ， どこに応

募するかは，応募者の選択に委ねられている。

2 このため，一般論としていえば，居住地と役場の距離や規模

等を考慮して，応募先を選択しているものと推測されるところ

1



である。

S なお，実際， 同一の採用予定地の公募に対して複数の応募が

ある一方で，応募がない場所もあるというのが現状である。

日

Ｉ

ｌ

０

Ｉ

１

Ｄ

ｒ

Ｉ

Ｉ

ｐ

Ｉ

ｆ

ｆ

ｆ

ｆ

■

Ｉ

Ｉ

１

Ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｊ

ｊ

６

１

ｆ

ｐ

ｐ

ｐ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

ｃ

１

ｌ

ｌ

Ｉ

ｌ

Ｉ

■

０

１

１

１

１

■

４

４

１

１

４

９

や

－

４

７

１

舎

呵

１

１

４

■

や

寺

Ⅱ

Ｉ

Ｉ

ｊ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

４

〃

■

■

Ｉ

■

■

ｑ

Ｊ

Ｉ

１(注）明治42． 7． 21民刑623民刑局長回答

「指定地ノ意義二関スル件」

（要旨）役場について「法務大臣ノ指定シタル地」とは市区町村をいう。
（照会）第十八条二於テ「司法大臣ノ指定シタル地」 トアルハ行政上ノ
ー区域即チ某市若クハ某町村ノ義ナルヤ又ハ役場ヲ設置スヘキ
地番若クハ番戸ヲ指シタルモノニ候哉

（回答）前段貴見ノ通」
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【参照条文】

○公証人法（明治41年4月14日法律第53号）

第十条公証人ハ法務局又ハ地方法務局ノ所属トス

②各法務局又ハ地方法務局二所属スル公証人ノ員数ハ法務局若ハ
地方法務局又ハ其ノ支局ノ管轄区域毎二法務大臣之ヲ定ム

第十八条公証人ハ法務大臣ノ指定シタル地二其ノ役場ヲ設クヘシ

I

○公証人法施行規則（昭和24年6月1日法務府令第9号）

第一条公証人は，法務大臣の指定した地にその役場を設けようとす
るときは，その位置，建物の構造及び周囲の状況を記載した書
面を添附して，その所属する法務局又は地方法務局の長の認可
を受けなければならない。

2公証人は，役場を設けたときは，遅滞なくその旨を法務大臣に届
け出なければならない。

B 前二項の規定は，役場を移転する場合に準用する。
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|更問2法務省から提供された資料によれば,元検事及び元判’
’ 事については,過去5年に公証人に応募した者のほぼ全員が｜
｜ 採用されているのに対し，民間の司法書士等については，過
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，元検事及び元判事については，応募すれば必ず公証人にな’

らせることとして実質的な｢天下り」をさせていることが明｜
らかではないか， と問われた場合
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（答）

〔公証人の任命資格及び任用方法〕

1 公証人法は，公証人の任命資格として，

①法曹有資格者（同法第13条）

②多年法務に携わり，法曹有資格に準ずる学識経験を有する者

（同法第13条の2）

を規定するところ，①の法曹有資格者が，基本的に公証人に要求

される法的能力を有しているものと考えられるのに対し，②の法

曹有資格に準ずる者は，法的能力が必ずしも担保されていないた

め，検察官・公証人特別任用等審査会による選考を経て，公証人

に任命することができるとされている。

｜
'

〔結論〕

1 元検事及び元判事については，基本的に公証人に要求される

法的能力を有する法曹有資格者として，公募及び採用を行って

いるところであり，それ故，法曹有資格に準ずる公証人の場合

と対比すると，応募者を採用する確率が高くなっているが，平

成28年度に元検事の応募者を採用しなかった例があるなど，

応募者全員を採用しているものではなく，法務当局が公証人へ

の応募を指定・斡旋しているものでもない。

2 また，その他の法務省。裁判所職員については，民間の司法

書士等の応募者と同様，検察官・公証人特別任用等審査会の選
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J
l

考を経た者を採用しているところであるが，実際に，応募した

ものの採用されなかった者も相当数いる。

3 したがって，御指摘は当たらない。
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|更問薑出 簾壽藍鴎鯉憩誰鶏
0

1 に限られているのではないか。それは，実際上， 当局が公I
U

I

l 募に応募させる者を指定・斡旋しているからではないか， ’
0

8

と問われた場合 ！
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(答）

〔被選考資格〕

法曹有資格に準ずる公証人は》公証人法上，多年法務に携わ

り，法曹に準ずる学識経験を有する者で検察官・公証人特別任

用等審査会の選考を経た者から任命することとされている。

その具体的な被選考資格については，検察官・公証人特別任

用等審査会議決（平成14年7月29日付け）により， 「裁判

所事務官，裁判所書記官，法務事務官又は検察事務官について

は，その職務に従事した期間が通算して15年以上の者であっ

て，いわゆる行一（行政職俸給表（一） ）の職務の級が7級以

上の職にあったもの」などとされている。

これは，公証人が，公証事務についての十分な法律知識と実

務能力を有し，かつ，一方当事者の禾l1益に偏することのない公

正中立な立場を守ることができる者でなければならないことか
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ら，公務員として対外的に責任の重い地位に就いた者（注）で

あることが必要であると判断されたことによるものと理解して

いる。

〔結論〕

このように，厳格な被選考資格が定められ，十分な法律知識

や実務能力等が求められていることから，法務局出身者である

法務事務官で公募に応じるのは，法務局。地方法務局の局長又

は部長であることが多く，結果として，法務局長や部長であっ

た者が公証人に任命されているものであり， 当局が，公募に応

募する者を指定・斡旋している事実はない。

(注）公務員として対外的に責任の重い地位に就いた者とは，本省の室

長，管区機関の特に困難な業務を所掌する課長，府県単位機関の長

（行－． 7級） ，高等検察庁の特に困難な業務を所掌する課長，地

方検察庁事務局長，地方検察庁の困難な業務を処理する首席捜査官

（公二・ 7級）以上の職にあった者
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【参照条文】

○公証人法（明治41年4月14日法律第5S号）

第十一条公証人ハ法務大臣之ヲ任シ及其ノ属スヘキ法務局又ハ地方法

務局ヲ指定ス

第十二条左ノ条件ヲ具備スル者二非サレノ､公証人二任セラルルコトヲ

得ス

ー日本国民ニシテ成年者タルコト

ニ一定ノ試験二合格シタル後六月以上公証人見習トシテ実地修習ヲ

為シタルコト

②試験及実地修習二関スル規程ハ法務大臣之ヲ定ム

第十三条裁判官（簡易裁判所判事ヲ除ク） ，検察官（副検事ヲ除ク）又

ハ弁護士タルノ資格ヲ有スル者ハ試験及実地修習ヲ経スシテ公証人二

’
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任セラルルコトヲ得

第十三条ノー法務大臣ハ当分ノ間多年法務二携ハリ前条ノ者二準スル

学識経験ヲ有スル者ニシテ政令ヲ以テ定ムル審議会等（国家行政組織

法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条二定ムル機関ヲ謂フ） ノ

選考ヲ経ダル者ヲ試験及実地修習ヲ経スシテ公証人二任スルコトヲ得

但シ第八条二規定スル場合二限ル

第十四条左二掲クル者ハ公証人二任セラルルコトヲ得ス

ー禁銅以上ノ刑二処セラレタル者但シニ年以下ノ禁銅二処セラレタ

ル者ニシテ刑ノ執行ヲ終り又ハ其ノ執行ヲ受クルコ肝ナキニ至リタ

ルトキハ此ノ限二在ラス

ニ破産手続開始ノ決定ヲ受ケ復権セサル者

三罷免ノ裁判ヲ受ケタル者，懲戒ノ処分ニ因り免官若ハ免職セラレ

タル者又ハ弁護士法二依り除名セラレタル者ニシテ罷免，免官，免職
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(対圧国｡副大臣｡政務官）
5月23日（火）参・法務委

民事局作成

東 徹議員（維新）

正結論。

. 法務省では，公証人の任用のための公募に当たって，

官報への掲載及び法務局の掲示板への掲示のほか，他の

法務省関係の採用や試験と同様，広く法務省ホームペー

ジに公募情報を掲載することにより，適切に公募を行っ

ているところ。

に今後の対応〕 ．

. それにもかかわらず，全体として応募が少ないのは，

公証人の職務専念義務（兼業禁止義務）が，弁護士など，

既に職を持っている者の応募を実際上困難にしている面

がある等の理由によるものと考えられるが， いずれにし

ても，公証人としてふさわしい者からの応募を確保する
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ことが重要である。

。 このような観点から,法務省としても，公募制度の周

知，実施した試験の概要の公開等の措置を行っていると
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